第１編　基 本 事 項
Ⅰ．概　　要
１．用語の定義等

本利用細則は、次に掲げる場合に使用します。

①国債関係事務についての日本銀行金融ネットワークシステム（以下「日銀ネット」といいます。）の利用金融機関等のうち振決参加者が日銀ネットを利用して国債振替決済関係事務を行う場合
②元利金振込先店舗が日銀ネットを利用して元利金配分等に関する事項にかかる電文を受信する場合
③売渡代金入金店舗が日銀ネットを利用して個人向け国債の中途換金に関する売渡代金の内訳にかかる電文を受信する場合
なお、国債振替決済関係事務のうち、受入先または払出先を日本銀行の参加者口座の種別名なしの種別の預り口とする振替にかかるものについては、併せて、「日本銀行が外国中央銀行等のために開設する顧客口座からの振替等に関する細則」を参照してください。
本利用細則で使用する用語の定義については、「日本銀行金融ネットワークシステム利用基本規則」、「国債関係事務についての日本銀行金融ネットワークシステムの利用に関する規則」、「日本銀行国債振替決済業務規程」（以下「振決規程」といいます。）、「個人向け国債の事務取扱いに関する細則」（以下「個人国取扱細則」といいます。）、「国債資金同時受渡に関する規則」、「国債資金同時受渡（香港）関係事務についての日本銀行金融ネットワークシステムの利用に関する規則」、本利用細則以外の「日本銀行金融ネットワークシステム利用細則」（以下「利用細則」といいます。）その他日本銀行が定めた規則等によるほか、次のとおりとします。

（１）国債振替決済関係事務

国債振替決済制度にかかる日本銀行への各種の申請および通知ならびにこれらに関連する事務をいいます。ただし、国債発行関係事務、国債資金同時受渡関係事務、担保関係事務、金利スワップ担保国債管理関係事務または国債資金同時受渡（香港）関係事務にかかる申請、通知および日本銀行による決定ならびにこれらに関連する事務を除きます。

（２）振決参加者

振決規程第２条第５号に規定する参加者をいいます。

（３）オンライン振決参加者

国債関係事務についての日銀ネットの利用金融機関等のうち振決参加者となっている者をいいます。

（４）オンライン振決参加者店舗
オンライン振決参加者に属する金融機関等店舗のうち、当該オンライン振決参加者が国債振替決済関係事務にかかる日銀ネットの利用を行う店舗として日本銀行に届出た店舗をいいます。

（５）入力店

オンライン振決参加者店舗のうち、オンライン請求またはオンライン照会の電文を送信した店舗をいいます。

（６）振決出力指定店舗

オンライン振決参加者店舗のうち、日本銀行がオンライン振決参加者に対し、日銀ネットを通じて行う国債振替決済に関する通知（オンライン通知）であってＥＸ一方通知電文であるものの出力先として、当該オンライン振決参加者が日本銀行に届出た店舗をいいます。

（７）元利金振込先店舗

振決国債の元利金配分額の振込先である当座勘定取引における取引先をいいます。

（８）振決請求

振決参加者その他の者が振決規程の規定にもとづき日本銀行に対して行う、証券受入、登録国債による受入、振替、元利分離および元利統合の申請ならびにこれらにかかる通知または日本銀行による振替の決定をいいます。「請求」ということもあります。

（９）受入、払出

日本銀行が振決規程の規定にもとづき振替口座簿の参加者口座において増額または減額の記載または記録をすることをそれぞれ「受入」（または「受」）、「払出」（または「払」）といい、受入と払出をあわせて「受払処理」（または単に「受払」）といいます。

（１０）受払日

振決請求にもとづき日本銀行が受払を行う日または当該日として振決参加者が希望する日をいいます。

（１１）受入先参加者、受入先参加者口座、受入先種別、受入先口座区分

自己の参加者口座において増額の記載または記録を受ける振決参加者を「受入先参加者」といい、その増額の記載または記録を受ける参加者口座を「受入先参加者口座」といい、その増額の記載または記録を受ける種別を「受入先種別」といい、その増額の記載または記録を受ける口座区分を「受入先口座区分」といいます。これらを「受入先」ということもあります。
（１２）払出先参加者、払出先参加者口座、払出先種別、払出先口座区分

自己の参加者口座において減額の記載または記録を受ける振決参加者を「払出先参加者」といい、その減額の記載または記録を受ける参加者口座を「払出先参加者口座」といい、その減額の記載または記録を受ける種別を「払出先種別」といい、その減額の記載または記録を受ける口座区分を「払出先口座区分」といいます。これらを「払出先」ということもあります。

（１３）利子配分先変更

「国債振替決済制度に関する規則」第２３条第２項に規定する利子配分先変更をいいます。

（１４）変更前参加者、変更前参加者口座、変更前口座区分

利子配分先変更の依頼により自己の参加者口座において利子計算用残高が減額される振決参加者を「変更前参加者」といい、その減額される参加者口座を「変更前参加者口座」といい、その減額される口座区分を「変更前口座区分」といいます。これらを「利子配分先（変更前）」ということもあります。

（１５）変更後参加者、変更後参加者口座、変更後口座区分

利子配分先変更の依頼により自己の参加者口座において利子計算用残高が増額される振決参加者を「変更後参加者」といい、その増額される参加者口座を「変更後参加者口座」といい、その増額される口座区分を「変更後口座区分」といいます。これらを「利子配分先（変更後）」ということもあります。

（１６）変更処理

日本銀行が利子配分先変更の依頼にもとづき利子計算用残高の減額および増額を確定する処理をいいます（または、単に「変更」といいます。）。

（１７）相手先

入力元または出力先が払出先参加者である場合には受入先をいい、受入先参加者である場合には払出先をいい、変更前参加者である場合には利子配分先（変更後）をいい、変更後参加者である場合には利子配分先（変更前）をいいます。

（１８）日銀入力

日本銀行が本支店に提出された書面による振決請求等（国債振替決済関係事務にかかるものに限ります。以下「書面請求」といいます。）にもとづいて、日本銀行内部に設置した日銀ネット専用端末装置等から行う入力をいいます。

（１９）証券受入

国債証券である特例国債にかかる振決規程附則第６条の規定による受入をいいます。

（２０）登録国債による受入

登録国債である特例国債にかかる振決規程附則第６条の規定による受入をいいます。

（２１）全銘柄残高移管

合併、事業譲渡、会社分割その他の事由により、一の参加者口座の種別ごとの全部または一部の口座区分に記録されている全銘柄の全国債残高を振替えることをいいます。

（２２）銘柄

国債の名称および記号による別をいいます。ただし、分離国債については、振決規程第２条第１４号ただし書に規定する事項をいいます。

（２３）利付国債

定期的に利子が支払われる振決国債または特例国債をいいます。

（２４）分離国債

分離元本振決国債および分離利息振決国債をいいます。

（２５）割引国債

割引の方法により発行される振決国債（国庫短期証券のうち、その銘柄の価格競争入札における募入最低価格（額面金額１００円当り）が１００円以上であるものを含みます。）をいいます。

（２６）変動利付国債

利付国債のうち償還期日までの利率が利子支払期により変動し得るものをいいます。

（２７）個人向け国債

「個人向け国債の発行等に関する省令」（平成１４年財務省令第６８号）第２条に規定する個人向け国債をいいます。

（２８）物価連動国債

「物価連動国債の取扱いに関する省令」（平成１６年財務省令第７号）第１条に規定する物価連動国債をいいます。

（２９）連動係数

物価連動国債の連動係数として財務省が公表する数値をいいます。

（３０）みなし割引率

租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）第４１条の１２の２第６項第３号イまたはロに規定する償還金の額に乗じる率（国庫短期証券にあっては０．２％、分離国債にあっては２５％）をいいます。ただし、国庫短期証券のうち、その銘柄の価格競争入札における募入最低価格（額面金額１００円当り）が１００円以上であるものにあっては、ゼロ％とします。
（３１）償還対象銘柄

照会または通知において、対象日の翌営業日または２営業日後の日を償還日とする銘柄をいいます。

（３２）利払対象銘柄

照会または通知において、対象日の翌営業日または２営業日後の日を利払日とする銘柄をいいます。

（３３）元利払対象銘柄

対象日の翌営業日を元利払日とする銘柄をいいます。

（３４）償還時源泉徴収対象銘柄

国庫短期証券および分離国債の銘柄をいいます。実際に源泉徴収を行うか否かにかかわらず、すべての当該銘柄が該当します。

（３５）口座区分

参加者口座における自己口Ⅰ、自己口Ⅱ、自己口Ⅲ、自己口Ⅳおよび預り口のそれぞれによる区別をいいます。

（３６）償還日

日本銀行が振決参加者に対し振決国債の元金の配分を行う日をいいます。償還期日が営業日である場合には同期日が該当し、償還期日が休業日である場合には同期日の翌営業日が該当します。

（３７）利払日

日本銀行が振決参加者に対し振決国債の利子の配分を行う日をいいます。利子支払期日が営業日である場合には同期日が該当し、利子支払期日が休業日である場合には同期日の翌営業日が該当します。

（３８）元利払日

償還日または利払日をいいます（日本銀行が振決参加者に対し振決国債の元利金の配分を行う日をいいます。）。

（３９）国債残高

振決参加者、種別、口座区分および銘柄ごとの振決国債の残高（額面金額の合計）をいいます。

（４０）払出可能国債残高

国債残高のうち、払出を行うことが可能な金額をいい、振決参加者の別に応じ、次の金額が該当します。
イ．国債ＤＶＰ（ＣＢＬ）約定金融機関等である振決参加者
国債残高から取分け中残高を控除した金額
ロ．国債ＤＶＰ（ＣＢＬ）約定金融機関等でない振決参加者
国債残高

（４１）取分け中残高

国債残高のうち、取分けの状態となっている振決国債の残高（額面金額の合計）をいいます。
（４２）利子計算用残高

振決参加者、種別、口座区分および銘柄ごとの振決国債の利子配分額を計算するための残高をいいます。詳しくは、巻末の［参考］に掲載する計算式を参照してください。
（４３）利子計算用残高不足

利子配分先変更を依頼した額面金額が、対象となる銘柄の利子配分先（変更前）の利子計算用残高を上回っている状態をいいます。

（４４）元金配分額

日本銀行が振決参加者に支払う振決国債の元金の配分額（償還時源泉徴収対象銘柄にあっては、日本銀行が源泉徴収を行う所得税控除後の額）またはその予定額をいいます。ただし、元金に関する通知上、物価連動国債の元本増加額は含みません。なお、元金配分額の計算のもととなる国債残高は照会時点により異なります。詳しくは、巻末の［参考］に掲載する計算式を参照してください。
（４５）利子配分額

日本銀行が振決参加者に支払う振決国債の利子の配分額（日本銀行が源泉徴収を行う所得税控除後の額）またはその予定額をいいます。ただし、利子に関する通知上、その利子支払期日が物価連動国債の償還期日である場合には、物価連動国債の元本増加額を含みます。

（４６）元本増加額

物価連動国債の償還額がその額面金額を超える場合におけるその超える部分の金額をいいます。

（４７）所得税額

振決国債の元利金について、日本銀行が源泉徴収を行う所得税（復興特別所得税を含みます。）の額またはその予定額をいいます。

（４８）元金配分額等

所得税額（償還時源泉徴収対象銘柄の場合に限ります。）および元金配分額をいいます。
（４９）利子配分額等

利子額、元本増加額、所得税額および利子配分額をいいます。

（５０）元利金配分額

元金配分額および利子配分額をいいます。

（５１）担保関係事務にかかる振替申請等

「担保に関する基本約定」および「担保関係事務における国債代行決済に関する規則」に定める担保の差入または返戻にかかる振替の申請、振替にかかる通知または日本銀行による振替の決定をいいます。このうち、「担保関係事務における国債代行決済に関する規則」に定める担保の差入または返戻にかかるものを「代行決済分」といいます。
（５２）国債決済代行者
「担保関係事務における国債代行決済に関する規則」に定める国債決済代行者をいいます。

（５３）国債決済代行先
「担保関係事務における国債代行決済に関する規則」に定める国債決済代行先をいいます。
（５４）振決国債担保利払先

担保差入金融機関等または国債決済代行者のうち、担保差入金融機関等の指定により、「担保に関する基本約定」第１４条第２号に規定する利子の受領を行う金融機関等をいいます。
　（５５）振決国債担保期日返戻先

担保関係事務における期日返戻先のうち振決国債にかかる期日担保返戻を受ける者をいいます。
　（５６）国債ＤＶＰ（ＣＢＬ）約定金融機関等

「国債資金同時受渡（香港）関係事務についての日本銀行金融ネットワークシステムの利用に関する規則」第２条第２項第１０号に規定する約定金融機関等をいいます。
２．事務の概要

（１）オンライン請求

イ．オンライン請求

オンライン振決参加者は、振決請求のうち①国債振替決済関係事務における振替の申請および振替にかかる通知（以下「振替申請等」といいます。）、②元利分離の申請および元利分離にかかる通知（注１）、③元利統合の申請および元利統合にかかる通知（注１）、個人国取扱細則の規定による個人向け国債の中途換金にかかる国債整理基金への国債売渡の申込みおよびこれに伴う振替申請等（以下「個人向け国債売渡申込（中途換金）」といいます。）ならびに利子配分先変更の依頼および利子配分先変更の終了（以下「利子配分先変更終了」といいます。）を日銀ネットを利用して行うことができます（注２）。これらの日銀ネットを利用した①～③の振決請求、個人向け国債売渡申込（中途換金）ならびに利子配分先変更の依頼および利子配分先変更終了を「オンライン請求」といい、このうち①を「オンライン振替」と、②を「オンライン元利分離」と、③を「オンライン元利統合」と、個人向け国債売渡申込（中途換金）を「オンライン個人向け国債売渡申込（中途換金）」と、利子配分先変更の依頼を「オンライン利子配分先変更」といいます。

（注１）日本銀行に対する元利分離または元利統合の申請は、分離統合申請者（「分離適格振替国債の指定等に関する省令」第４条第１項に規定する者をいいます。以下同じです。）として財務大臣が定めた者である振決参加者のみが行うことができ、日本銀行に対する元利分離または元利統合にかかる通知は、分離統合申請者として財務大臣が定めた者である間接参加者または外国間接参加者を下位機関に有する振決参加者のみが行うことができます。

（注２）オンライン個人向け国債売渡申込（中途換金）は、オンライン振決参加者である参加者取扱機関（「個人向け国債の事務取扱い等に関する規則」に定める参加者取扱機関をいいます。以下同じです。）、取りまとめ参加者または中途換金取りまとめ参加者（以下「オンライン参加者取扱機関等」といいます。）のみが行うことができます。

ロ．オンライン請求の対象となる参加者口座

オンライン振決参加者は、自己の参加者口座、すなわち、振決参加者の金融機関等コードが自己の金融機関等コードと等しい参加者口座についてオンライン請求の対象とすることができます。

ハ．オンライン請求の種類

オンライン振決参加者が行うことができるオンライン請求およびその取消は、次の表のとおりです（各オンライン請求の内容や入力または送信時の留意事項等については、第２編端末操作手順を参照してください。）。
これらの業務処理区分の送信は、オンライン振決参加者店舗が行います。
	業務処理区分
	業務処理区分
コード

	大区分
	中区分
	小区分
	

	国債振替決済
	口座振替等
	口座振替
	741101

(743101)（注）

	
	
	元利分離
	741102

	
	
	元利統合
	741103

	
	個人向け国債中途換金
	個人向け国債売渡申込（中途換金）
	741201

	
	
	個人向け国債売渡申込（中途換金）取消
	741202

	
	元利金配分
	利子配分先変更
	741301

	
	
	利子配分先変更取消
	741302

	
	
	利子配分先変更終了・取消
	741303


（注）コンピュータ接続またはファイルアップロード・ダウンロード機能（以下「コンピュータ接続等」といいます。）により送信する場合の業務処理区分コードになります。以下同じです。
（２）オンラインによることができない振決請求

オンライン振決参加者が行う上記（１）イ．以外の国債振替決済関係事務における振決請求については、オンラインによることはできません（注）。当該振決請求については日本銀行本支店に書面を提出することにより行います。日本銀行は提出された書面にもとづいて日銀入力を行うことにより、受払処理を行います。

（注）オンラインによることができない振決請求の例

証券受入

登録国債による受入

（３）オンライン照会

イ．オンライン照会およびその対象となる参加者口座
オンライン振決参加者は、国債振替決済に関する照会を日銀ネットを利用して行うことができます（以下この日銀ネットを利用した照会を「オンライン照会」といいます。）。オンライン照会の対象とすることができる参加者口座は、自己の参加者口座に限ります。

ロ．オンライン照会の種類

オンライン振決参加者が行うことができるオンライン照会は、次の表のとおりです（各オンライン照会の内容や入力または送信時の留意事項等については、第２編端末操作手順を参照してください。）。

これらの業務処理区分の送信は、オンライン振決参加者店舗が行います。

	業務処理区分
	業務処理区分
コード

	大区分
	中区分
	小区分
	

	国債振替決済
	照会
	残高(注２）
	744101

	
	
	受払済状況(注２）
	744102


	
	
	受払済明細(注２）
	744103

	
	
	個人向け国債売渡（中途換金）明細(注２）
	744104

	
	
	元金配分額明細(注２）
	744105

	
	
	利子配分額明細(注２）
	744106

	
	
	利子配分先変更状況(注２）
	744107

	
	
	利子配分先変更終了状況
	744108

	
	照会データファイル取得(注１）
	残高
	744201

	
	
	受払済明細
	744202

	国債発行
	照会
	国債要項(注３）
	724101


（注１）照会データファイル取得機能の詳細については、利用細則（共通事務）を参照してください。

（注２）日本銀行は、これらの業務処理区分の電文を受信した場合には、遅滞なく、入力店に対して、「共通受付済応答」（Z***-*****）を送信します。

（注３）当該業務処理区分の詳細については、利用細則（国債発行関係事務）を参照してください。
（４）日銀ネット障害時等の取扱い

日銀ネットの障害等によりオンライン請求を行うことができない場合において必要と認めるときは、日本銀行はオンライン振決参加者に対して、書面請求等に移行するよう指示することがあります。
３．受払日の指定
オンライン請求（オンライン利子配分先変更および利子配分先変更終了を除きます。（注））においては、受払日として指定できる日が、オンライン請求の別に応じて次の表のとおり異なります。

	オンライン請求
	受払日として指定できる日

	オンライン振替
	送信日

	オンライン元利分離
	

	オンライン元利統合
	

	オンライン個人向け国債売渡申込（中途換金）
	送信日の翌営業日


（注）オンライン利子配分先変更および利子配分先変更終了においては、受払日の指定はありません。オンライン利子配分先変更については、利子配分先変更の対象となる銘柄の利払日が、送信日の翌営業日または２営業日後の日である場合のみ送信ができます。また、利子配分先変更終了については、利払日の前営業日にのみ送信ができます（詳しくはＶ．オンライン利子配分先変更等を参照してください。）。
日本銀行は、オンライン振替、オンライン元利分離またはオンライン元利統合にかかる請求を受付後、遅滞なく、受払処理を実行します。ただし、払出については、払出を行うに足りる払出可能国債残高が確保されていることが必要です。払出可能国債残高が確保されていない場合には、当該請求はエラーとなります（エラーメッセージに「国債残高不足」の旨が表示されます。）。

４．受付番号
振決請求にもとづく受払処理または受払処理の予約（利子配分先変更の場合には、変更処理または変更処理の予約）が行われると、当該請求について次の体系の番号が付されます。この番号は「受付番号」といい、当該請求にかかる通知等に表示されます。

なお、オンライン個人向け国債売渡申込（中途換金）にかかる受払処理の予約および受払処理については、売渡申込日（「個人向け国債売渡申込（中途換金）」の送信時）に受付番号が付されるほか、中途換金日（午前１１時以後に日本銀行が当該受払処理にかかる国債資金同時受渡依頼を行った時）にも受付番号（売渡申込日に付された番号とは異なる番号）が付されます。
受付番号の体系








５．国債処理番号

振決請求にもとづき受払処理が行われる都度、振決参加者、種別、口座区分および銘柄別に受払日単位で０００００１番から６桁の連続番号が付されます。この番号は「国債処理番号」といい、国債資金同時受渡関係事務および国債資金同時受渡（香港）関係事務における国債処理番号と共通に付されます。国債処理番号は、当該請求にかかる一部の通知に表示されます。

オンライン振決参加者は、国債処理番号を利用して、国債残高の管理を行うことができます。

６．取引ＩＤ

払出先参加者および受入先参加者による対象取引の特定を容易にするため、ISO20022メッセージを用いる「口座振替」においては、任意の番号等を設定することができます。これを「取引ＩＤ」といい、取引ＩＤを入力した場合には、当該業務処理区分の出力帳票に表示されます。

なお、日銀ネット専用端末装置による場合には取引ＩＤの入力を省略できますが（省略した場合には、受付番号と同じ番号が当該業務処理区分の出力帳票に表示されます。）、コンピュータ接続等による場合には取引ＩＤの入力を省略できません。

７．入力時間帯等
（１）入力時間帯

オンライン振決参加者が、オンライン請求もしくはその取消またはオンライン照会のための電文を送信することができる時間帯は、次表に定めるとおりです。
（日本銀行本店を日銀ネット主管店とするオンライン振決参加者店舗）

	業務処理区分名
	業務処理
区分コード
	条件
	入力時間帯

	
	
	
	開始時刻
	締切時刻

	口座振替
	741101

(743101)
	払出先種別または受入先種別が供託口であり、かつ、元利払対象銘柄を対象とする場合
	午前8:30（注１）
	午後1:00

	
	
	受入先が日本銀行の参加者口座の種別名なしの種別の預り口である場合
	
	午後2:00（注２）

	
	
	払出先種別および受入先種別が供託口以外であり、かつ、元利払対象銘柄を対象とする場合（注３）
	
	午後3:00


	業務処理区分名
	業務処理
区分コード
	条件
	入力時間帯

	
	
	
	開始時刻
	締切時刻

	口座振替
	741101

(743101)
	払出先種別または受入先種別が供託口または政府担保口であり、かつ、元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする場合
	午前8:30（注１）
	午後4:30

	
	
	払出先種別および受入先種別が供託口および政府担保口以外であり、かつ、元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする場合（注３）
	
	午後9:00

	元利分離
	741102
	元利払対象銘柄を対象とする場合
	
	午後3:00

	
	
	元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする場合
	
	午後9:00

	元利統合
	741103
	元利払対象銘柄を対象とする場合
	
	午後3:00

	
	
	元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする場合
	
	午後9:00

	個人向け国債売渡申込（中途換金）
	741201
	―
	午前8:30（注１）
	午後3:00

	個人向け国債売渡申込（中途換金）取消
	741202
	
	
	

	利子配分先変更（注４）
	741301
	―
	
	午後9:00

	利子配分先変更取消
	741302
	送信日の翌営業日を利払日とする銘柄を対象とする場合
	
	午後3:00

	
	
	送信日の２営業日後の日を利払日とする銘柄を対象とする場合
	
	午後9:00

	利子配分先変更終了・取消
	741303
	―
	（注５）
	午後9:00

	残高
	744101
	
	午前7:30（注６）
	午後10:00

	受払済状況
	744102
	
	
	

	受払済明細
	744103
	
	
	

	個人向け国債売渡（中途換金）明細
	744104
	
	
	

	元金配分額明細（注７）
	744105
	
	
	

	利子配分額明細（注８）
	744106
	
	
	

	利子配分先変更状況
	744107
	
	
	

	利子配分先変更終了状況
	744108
	
	
	

	残高
	744201
	
	
	

	受払済明細
	744202
	
	
	


（注１）延長日（日本銀行が、一般社団法人全国銀行資金決済ネットワークからの事前の依頼（当日の依頼を除きます。）にもとづき、為替決済にかかる決済開始時刻を午後４時１５分から６０分繰下げる月末日（年末日を除きます。）をいいます。当該依頼にもとづき同時刻を繰下げる場合には、事前にその旨を日本銀行ホームページの業務上の事務連絡に関するページに掲載します。以下同じです。）においては、午前７時３０分となります。
（注２）あらかじめ日本銀行本店（業務局営業業務課海外業務グループ）に

　　　連絡し、日本銀行との間で合意した場合に限り、午後２時以後も、元

　　　利払対象銘柄を対象とするときは午後３時、元利払対象銘柄以外の銘

　　　柄を対象とするときは午後４時３０分までは送信を行うことが可能です。
（注３）受入先が日本銀行の参加者口座の種別名なしの種別の預り口である場合を除きます。

（注４）利払日の前営業日の午後３時以後、「国債振替決済利子配分先変更処理（事前入力分）終了通知」（7413-01500）を受信するまでの間は、送信を行うことはできません。
（注５）「国債振替決済利子配分先変更処理（事前入力分）終了通知」（7413-01500）を受信後に送信を行うことが可能です。
（注６）延長日においては、午前６時３０分となります。
（注７）償還日の前営業日の午後３時以後、期日担保返戻が終了するまでの間は、送信を行うことはできません（期日担保返戻については、利用細則（担保関係事務）の該当箇所の記載を参照してください。）。

（注８）利払日の前営業日の午後３時以後、「国債振替決済利子配分先変更処理（事前入力分）終了通知」（7413-01500）を受信するまでの間は、送信を行うことはできません。
（日本銀行支店を日銀ネット主管店とするオンライン振決参加者店舗）
	業務処理区分名
	業務処理
区分コード
	条件
	入力時間帯

	
	
	
	開始時刻
	締切時刻

	口座振替
	741101

(743101)
	払出先種別または受入先種別が供託口であり、かつ、元利払対象銘柄を対象とする場合
	午前8:30（注１）
	午後1:00

	
	
	払出先種別および受入先種別が供託口以外であり、かつ、元利払対象銘柄を対象とする場合
	
	午後3:00

	
	
	払出先種別または受入先種別が供託口または政府担保口であり、かつ、元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする場合
	
	午後4:30


	業務処理区分名
	業務処理
区分コード
	条件
	入力時間帯

	
	
	
	開始時刻
	締切時刻

	口座振替
	741101

(743101)
	払出先種別および受入先種別が供託口および政府担保口以外であり、かつ、元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする場合
	午前8:30（注１）
	午後5:00（注２）

	元利分離
	741102
	元利払対象銘柄を対象とする場合
	
	午後3:00

	
	
	元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする場合
	
	午後5:00（注２）

	元利統合
	741103
	元利払対象銘柄を対象とする場合
	
	午後3:00

	
	
	元利払対象銘柄以外の銘柄を対象とする場合
	
	午後5:00（注２）

	個人向け国債売渡申込（中途換金）
	741201
	―
	
	午後3:00

	個人向け国債売渡申込（中途換金）取消
	741202
	
	
	

	利子配分先変更（注３）
	741301
	
	
	午後9:00


	業務処理区分名
	業務処理
区分コード
	条件
	入力時間帯

	
	
	
	開始時刻
	締切時刻

	利子配分先変更取消
	741302
	送信日の翌営業日を利払日とする銘柄を対象とする場合
	午前8:30（注１）
	午後3:00

	
	
	送信日の２営業日後の日を利払日とする銘柄を対象とする場合
	
	午後9:00

	利子配分先変更終了・取消
	741303
	―
	（注４）
	午後9:00

	残高
	744101
	
	午前7:30（注５）
	午後10:00

	受払済状況
	744102
	
	
	

	受払済明細
	744103
	
	
	

	個人向け国債売渡（中途換金）明細
	744104
	
	
	

	元金配分額明細（注６）
	744105
	
	
	

	利子配分額明細（注７）
	744106
	
	
	

	利子配分先変更状況
	744107
	
	
	

	利子配分先変更終了状況
	744108
	
	
	

	残高
	744201
	
	
	

	受払済明細
	744202
	
	
	


（注１）延長日においては、午前７時３０分となります。
（注２）延長日においては、午後６時となります。
（注３）利払日の前営業日の午後３時以後、「国債振替決済利子配分先変更処理（事前入力分）終了通知」（7413-01500）を受信するまでの間は、送信を行うことはできません。

（注４）「国債振替決済利子配分先変更処理（事前入力分）終了通知」（7413-01500）を受信後に送信を行うことが可能です。
（注５）延長日においては、午前６時３０分となります。
（注６）償還日の前営業日の午後３時以後、期日担保返戻が終了するまでの間は、送信を行うことはできません（期日担保返戻については、利用細則（担保関係事務）の該当箇所の記載を参照してください。）。

（注７）利払日の前営業日の午後３時以後、「国債振替決済利子配分先変更処理（事前入力分）終了通知」（7413-01500）を受信するまでの間は、送信を行うことはできません。
（２）入力延長

　イ．入力延長の依頼
オンライン振決参加者は、やむを得ない事由により入力時間帯において電文の送信を終了する見込みがなく、かつ、その日のうちに当該電文の送信を行う必要がある場合には、事前に電話により日本銀行本店（業務局統括課業務運行統括グループ）に入力延長の依頼を行ってください。この場合、日本銀行は入力延長の事由等を聴取します。
なお、入力延長の依頼については、延長の必要性を認識した後、直ちに行うようにしてください。日本銀行は、入力延長の依頼の受付を、原則として電文の送信を締切る時刻の３０分前に締切ります。

ロ．入力延長の許可

日本銀行は、入力延長を許可した場合には、その旨をオンライン振決参加者に連絡します。

ハ．入力延長の停止

入力延長を許可されたオンライン振決参加者は、所要の電文の送信が終了した場合には、速やかに日本銀行本店（業務局統括課業務運行統括グループ）あてにその旨を連絡してください。

日本銀行は、当該連絡を受けた場合には、入力延長の停止予定時刻到来前であっても入力延長を停止します。また、オンライン振決参加者からの連絡がない場合でも、入力延長の停止予定時刻が経過したときは入力延長を停止します。
８．当日処理終了および当日処理終了取消
（１）当日処理終了
オンライン振決参加者は、午後４時３０分（コアタイム終了時刻）以後、午後９時より前に当日の国債残高を異動させる業務処理区分の電文の送受信を全て終了する場合には、所定の端末操作手順（業務処理区分コード071301）に従い、当日処理終了を行うことができます（当日処理終了および入力画面の具体的な様式については、利用細則（共通事務）の該当箇所の記載を参照してください。）。
オンライン振決参加者は、当日処理終了を行った場合には、当該日における次の表の業務処理区分の電文を送信することができなくなります（当該電文の送信を行った場合には、エラーとなります。）。また、他のオンライン振決参加者が、当日処理終了を行ったオンライン振決参加者を受入先参加者とするオンライン振替の電文を送信することもできなくなります（当該電文の送信を行った場合にも、エラーとなります。）。

《 国債振替決済関係事務における当日処理終了の対象の業務処理区分 》（注）
	利用業務
	業務処理区分名
	業務処理

区分コード

	国債振替決済関係事務
	口座振替
	741101

(743101)

	
	元利分離
	741102

	
	元利統合
	741103


（注）当日処理終了を行う前または当日処理終了取消を行った後であっても、７．（１）に定める入力時間帯の締切時刻が到来している電文は送信することができません。

なお、国債振替決済関係事務以外の利用業務にかかる業務処理区分の電文のうち国債残高を異動させるものも、当日処理終了の対象に含まれます。詳細については、利用細則（共通事務）および対象となる業務処理区分を定める利用細則を参照してください。
（２）当日処理終了取消
（１）により当日処理終了を行ったオンライン振決参加者は、午後９時までの間、所定の端末操作手順（業務処理区分コード071301）に従い、当日処理終了取消を行うことができます（当日処理終了取消および入力画面の具体的な様式については、利用細則（共通事務）の該当箇所の記載を参照してください。）。
オンライン振決参加者は、当日処理終了取消を行った場合には、当該日における（１）の表に定める業務処理区分の電文を送信することが可能となります。また、他のオンライン振決参加者が、当日処理終了取消を行ったオンライン振決参加者を受入先参加者とするオンライン振替の電文を送信することも可能となります。
オンライン振決参加者は、当日処理終了取消を行った後、国債残高を異動させる業務処理区分の電文の送信が全て終了した場合には、（１）により再度当日処理終了を行うこともできます。

国債関係事務


利用細則


（共通事務）


第１編Ⅱ.１．参照














利用金融機関等


利用細則


（共通事務）


第１編Ⅰ．４．参照





オンライン請求


Ⅰ.２．（１）参照





オンライン照会


Ⅰ．２．（３）参照





ＥＸ一方通知電文


利用細則


（共通事務）


第１編Ⅲ.２．参照





取分け


利用細則


（国債資金同時受渡（香港）関係事務）


第１編Ⅰ．１．参照





コンピュータ接続


利用細則


（共通事務）


第１編Ⅲ.７．参照





ファイルアップロード・ダウンロード機能


利用細則


（共通事務）


第１編Ⅲ.６．参照





照会データファイル取得機能


利用細則


（共通事務）


第１編Ⅲ.５．参照





共通受付済応答


利用細則


（共通事務）


第１編Ⅲ.２．参照





障害時の対応


利用細則


（共通事務）


第１編Ⅵ.参照





国債資金同時受渡依頼


利用細則


（国債


資金同時受渡関係事務）


第１編Ⅰ.２．（１）参照





１０桁





×× ×× ××××××





当該請求の送信日が


奇数月に属する場合


送信日の日付と同一の数値


偶数月に属する場合


送信日の日付に５０を加えた数値





０１～６０の範囲の適宜の数値





００００００～９９９９９９の範囲の適宜


の数値





国債処理番号


利用細則（国債資金同時受渡関係事務）


第１編Ⅰ．２．（１０）参照


利用細則（国債資金同時受渡（香港）関係事務）


第１編Ⅰ．２．（７）参照





国債振替決済利子配分先変更処理（事前入力分）終了通知


Ⅴ．１．（３）参照








期日担保返戻


利用細則


（担保関係事務）


第１編Ⅰ.４．参照








国債振替決済利子配分先変更処理（事前入力分）終了通知


Ⅴ．１．（３）参照








入力延長


利用細則


（共通事務）


第１編Ⅴ.３．参照








期日担保返戻


利用細則


（担保関係事務）


第１編Ⅰ.４．参照





当日処理終了


利用細則


（共通事務）


第１編Ⅴ.２．参照





当日処理終了取消


利用細則


（共通事務）


第１編Ⅴ.２．参照









